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公益財団法人　日本ソフトテニス連盟



財務諸表等

単位：円　

17,309,996 52,977,644 △ 35,667,648

未収金 80,058,102 50,581,320 29,476,782

8,690,325 8,052,673 637,652

流動資産合計 106,058,423 111,611,637 △ 5,553,214

(1)基本財産

48,564,000 48,564,000 0

101,436,000 101,436,000 0

基本財産合計 150,000,000 150,000,000 0

0

19,012,546 17,813,296 1,199,250

資産取得資金積立金 191,868,194 185,000,000 6,868,194

修繕積立金 4,543,840 5,000,000 △ 456,160

大会運営補助積立金 5,000,000 0 5,000,000

国際大会積立金 130,000,000 130,000,000 0

特定資産合計 350,424,580 337,813,296 12,611,284

建物及び付属設備 76,606,965 78,198,339 △ 1,591,374

器具備品 1,029,568 644,886 384,682

土地 84,715,134 61,583,328 23,131,806

その他固定資産 162,351,667 140,426,553 21,925,114

固定資産合計 662,776,247 628,239,849 34,536,398

資産合計 768,834,670 739,851,486 28,983,184

4,156,936 3,018,641 1,138,295

396,319 309,356 86,963

0 206,880 △ 206,880

2,037,468 1,818,181 219,287

流動負債合計 6,590,723 5,353,058 1,237,665

22,059,038 20,669,151 1,389,887

固定負債合計 22,059,038 20,669,151 1,389,887

負債合計 28,649,761 26,022,209 2,627,552

0 0 0

指定正味財産 0 0 0

740,184,909 713,829,277 26,355,632

(150,000,000) (150,000,000) (             0)

(331,412,034) (320,000,000) (11,412,034)

正味財産合計 740,184,909 713,829,277 26,355,632

負債及び正味財産合計 768,834,670 739,851,486 28,983,184

科　　　　　　目 当年度

Ⅰ 資産の部

(２)特定資産

退職給付引当資産

(３)その他固定資産

Ⅱ 負債の部

１．流動資産

現金預金

貯蔵品

２．固定資産

定期預金

投資有価証券

前年度 増減

(1) 貸 借 対 照 表
令和2年3月31日現在

（うち特定資産への充当額）

未払金

預り金

前受金

賞与引当金

２．固定負債

退職給付引当金

Ⅲ 正味財産の部

１．指定正味財産

２．一般正味財産

（うち基本財産への充当額）

１．流動負債
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単位：円　

1,265,045 564,413 700,632

278,573,000 285,379,500 △ 6,806,500

145,986,626 148,176,704 △ 2,190,078

81,767,523 86,279,341 △ 4,511,818

45,250,000 39,750,000 5,500,000

6,702,150 6,189,476 512,674

経常収益計 559,544,344 566,339,434 △ 6,795,090

211,724,111 225,353,838 △ 13,629,727

120,071,203 122,252,068 △ 2,180,865

1,454,840 753,580 701,260

競技力向上費 162,011,992 170,199,120 △ 8,187,128

指導者育成事業費 6,795,279 7,720,090 △ 924,811

大会開催等関係費 24,141,437 18,030,416 6,111,021

5,273,158 812,026 4,461,132

減価償却費 1,716,692 1,623,192 93,500

経常費用計 533,188,712 546,744,330 △ 13,555,618

26,355,632 19,595,104 6,760,528

基本財産評価損益等 0 0 0

特定資産評価損益等 0 0 0

0 0 0

評価損益等　計 0 0 0

当期経常増減額 26,355,632 19,595,104 6,760,528

0 0 0

経常外収益計 0 0 0

0 0 0

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

税引前当期一般正味財算増減額 26,355,632 19,595,104 6,760,528

法人税、住民税及び事業税 0 0 0

当期一般正味財産増減額 26,355,632 19,595,104 6,760,528

一般正味財産期首残高 713,829,277 694,234,173 19,595,104

一般正味財産期末残高 740,184,909 713,829,277 26,355,632

0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

740,184,909 713,829,277 26,355,632

１．経常増減の部

科　　　　　　目 当年度

Ⅰ 一般正味財産増減の部

(２)経常外費用

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

加盟費

スポーツマスターズ参加支援費

評価損益等調整前当期経常増減額

投資有価証券評価損益等

２．経常外増減の部

前年度 増減

(2) 正 味 財 産 増 減 計 算 書
平成31年4月1日から令和2年3月31日まで

(1)経常外収益

管理費

(1)経常収益

基本財産運用収入

会費収入

事業収入

補助金等収入

協賛金寄付金収入

雑収入

(２)経常費用

事業費
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（1）．経常収益

　　基本財産運用収入 1,265,045 0 1,265,045

　　会費収入 208,750,218 69,822,782 278,573,000

　　事業収入 145,986,626 0 145,986,626

　　補助金等収入 81,767,523 0 81,767,523

　　協賛金寄付金収入 45,250,000 0 45,250,000

　　雑収入 6,702,150 0 6,702,150

489,721,562 69,822,782 0 559,544,344

（2）．経常費用

事業費 463,365,930 0 463,365,930

役員報酬 1,830,000 0 1,830,000

給料 13,658,592 0 13,658,592

職員手当等 5,512,791 0 5,512,791

退職給付費用 1,031,288 0 1,031,288

福利厚生費 3,169,337 0 3,169,337

賞与引当金繰入 1,242,855 0 1,242,855

旅費交通費 106,654,003 0 106,654,003

通信運搬費 4,991,868 0 4,991,868

支払手数料 1,652,066 0 1,652,066

減価償却費 1,047,182 0 1,047,182

会議費 4,299,138 0 4,299,138

備品購入費 47,565 0 47,565

消耗品費 21,179,332 0 21,179,332

印刷製本費 19,708,532 0 19,708,532

光熱水費 1,384,298 0 1,384,298

賃借料 13,498,726 0 13,498,726

保険料 799,809 0 799,809

諸謝金 5,171,000 0 5,171,000

報償費 12,961,818 0 12,961,818

租税公課 4,647,407 0 4,647,407

支払負担金 59,255,567 0 59,255,567

支払助成金 134,465,062 0 134,465,062

委託費 31,807,173 0 31,807,173

渉外交際費 637,490 0 637,490

雑費 12,713,031 0 12,713,031

(3)正味財産増減計算書内訳表
平成31年4月1日から令和2年3月31日まで

区　　　分 公益目的事業会計 法人会計 合計内部取引等消去

経常収益計
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管理費 0 69,822,782 69,822,782

役員報酬 0 1,170,000 1,170,000

給料 0 8,732,543 8,732,543

職員手当等 0 3,524,572 3,524,572

退職給付費用 0 659,349 659,349

福利厚生費 0 2,026,298 2,026,298

賞与引当金繰入 0 794,613 794,613

旅費交通費 0 3,298,578 3,298,578

通信運搬費 0 5,860,021 5,860,021

支払手数料 0 5,857,325 5,857,325

減価償却費 0 669,510 669,510

会議費 0 3,243,210 3,243,210

備品購入費 0 30,411 30,411

消耗品費 0 882,473 882,473

印刷製本費 0 1,483,438 1,483,438

光熱水費 0 885,043 885,043

賃借料 0 0 0

保険料 0 281,014 281,014

諸謝金 0 0 0

報償費 0 0 0

租税公課 0 2,971,293 2,971,293

支払負担金 0 0 0

支払助成金 0 0 0

委託費 0 23,994,885 23,994,885

渉外交際費 0 78,792 78,792

雑費 0 3,379,414 3,379,414

463,365,930 69,822,782 0 533,188,712

当期経常増減額 26,355,632 0 26,355,632

２．経常外増減の部 0 0 0

（1）経常外収益 0 0 0

（２）経常外費用 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 26,355,632 0 26,355,632

一般正味財産期首残高 308,148,803 405,680,474 713,829,277

一般正味財産期末残高 334,504,435 405,680,474 740,184,909

Ⅱ　指定正味財産増減の部 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

当期指定正味財産期首残高 0 0 0

当期指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 334,504,435 405,680,474 740,184,909

合計

経常費用計

法人会計 内部取引等消去区　　　分 公益目的事業会計

4



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的の債券･････償却原価法(定額法)によっている。

　　　　　但し、取得価額と債券金額との差額について重要性が乏しい場合は、
　　　　　償却原価法を適用していない。

② その他の有価証券･････期末日の市場価額等に基づく時価法(売却原価は移動平均法により算定)
　　　によっている。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 貯蔵品････個別法による原価法によっている。

(3)有形固定資産の減価償却の方法
法人税法で規定する定額法によっている。

(4)引当金の計上基準
① 退職給付引当金･････職員の退職給付に備えるため、退職給与の当期末要支給額に相当する金額

　　を計上している。
② 賞与引当金･････････職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

　　計上している。
(5)消費税等の会計処理

税込方式によっている。

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産・特定資産の増減額及びその残高は、次の通りである。

（単位：円）

基本財産
定期預金
投資有価証券

小計
特定資産

小計
合計

3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次の通りである。 （単位：円）

基本財産
定期預金
投資有価証券

小計
特定資産

小計
合計

　普通預金 0 615,450 0 615,450

350,424,580 (331,412,034) (19,012,546)
500,424,580 (481,412,034) (19,012,546)

大会運営補助金 5,000,000 (5,000,000)
国際大会積立金 130,000,000 (130,000,000)

資産取得資金積立金 191,868,194 (191,868,194)
修繕積立金 4,543,840 (4,543,840)

150,000,000 (150,000,000)

退職給付引当資産 19,012,546 (19,012,546)

48,564,000 (48,564,000)
101,436,000 (101,436,000)

国際大会積立金 130,000,000 0 0 130,000,000

科　目 当期末残高
（うち指定正味財産から （うち一般正味財産から

（うち負債に対応する額）
の充当額） の充当額）

337,813,296 37,215,450 24,604,166 350,424,580
487,813,296 37,215,450 24,604,166 500,424,580

修繕積立金 5,000,000 100,000 556,160 4,543,840
大会運営補助金 0 5,000,000 0 5,000,000

　定期預金
　普通預金

185,000,000
0

17,107,010 23,131,806 178,975,204
12,892,990 0 12,892,990

(4) 財 務 諸 表 の 注 記

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

150,000,000 0 0 150,000,000

48,564,000 0 0 48,564,000
101,436,000 0 0 101,436,000

退職給付引当資産

　定期預金 17,813,296 1,500,000 916,200 18,397,096

資産取得資金積立金
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4．担保に供している資産
該当事項なし

5．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高(直接法により減価償却を行なっている)
（単位：円）

合　計

6．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
（単位：円）

合　計

7．保証債務等の偶発債務
該当事項なし

8．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次の通りである。

（単位：円）

合　計

9．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次の通りである。

（単位：円）
貸借対照表上

の記載区分

0 1,639,670 1,639,670 0 -
0 0 0 0 -
0 0 0 0 -
0 4,316,000 4,316,000 0 -
0 52,700,000 52,700,000 0 -
0 11,550,000 11,550,000 0 -
0 200,000 200,000 0 -
0 8,771,000 8,771,000 0 -
0 785,350 785,350 0 -
0 0 0 0 -
0 1,000,000 1,000,000 0 -
0 805,503 805,503 0 -

合計 0 81,767,523 81,767,523 0 -

10．重要な後発事象
該当事項なし

全日本若手キャンプ助成金 (公財)ヨネックススポーツ振興財団

ジュニア育成に対する助成金 （公財）ミズノスポーツ振興財団

元年度JOCｼﾞｭﾆｱ強化交付金 同上

マーケティングプログラム交付金 同上

国民体育大会役員旅費 福井しあわせ元気国体実行委員会

スポーツ振興基金助成金 (独法)日本スポーツ振興センター

スポーツ振興くじ助成金 同上

元年度選手強化委託金 (公財)日本オリンピック委員会

日本ｽﾎﾟｰﾂﾏｽﾀｰｽﾞ委託金交付金 (公財)日本スポーツ協会

公認コーチ養成講習会委託金 同上

スポーツ指導者育成事業交付金 同上

101,436,000 105,047,800 3,611,800

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

評　価　損　益
投資有価証券 第163回利付国債（20年） 101,436,000 105,047,800 3,611,800

80,058,102 0 80,058,102

科　目 内　訳 帳　簿　価　額 時　価

科　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高
未収金 80,058,102 0 80,058,102

什器備品 1,818,215 788,647 1,029,568
90,227,870 12,591,367 77,636,533

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物及び附属設備 88,409,655 11,802,720 76,606,965

スポーツ合宿拠点づくり推進事業補助金 長崎県スポーツコミッション
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１．基本財産および特定資産
基本財産および特定資産の明細については、財務諸表の注記において記載している。

２．引当金の明細
引当金の当期の増減額および残高は、次の通りである。

（単位：円）

目的使用 その他

賞与引当金 1,818,181 2,037,468 1,818,181 0 2,037,468

退職給付引当金 20,669,151 1,690,637 300,750 0 22,059,038

３．その他貸借対照表及び正味財産増減計算書の内容を補足する重要な事項
該当事項はない。

(5) 附 属 明 細 書

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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単位：円

金額

(流動資産） 現金 現金手許有高 運転資金として 324,765

普通預金 同上 5,888

同上 12,226,661

静岡銀行 大井町支店 同上 3,594,106

青梅信用金庫 本店 同上 117,400

枚方信用金庫 本店 同上 150,962

芝信用金庫　大井支店 同上 16,576

大和ネクスト銀行 同上 652,781

郵便振替 ゆうちょ銀行 同上 220,857

（現金預金計） 17,309,996

未収金 スポーツ振興センター他 公益目的事業・受取補助金他 59,421,496

未収分として

イーコンテクスト他 公益目的事業・審判、技術等級 20,636,606

認定料他未収分として

（未収金計） 80,058,102

貯蔵品 明宏印刷株式会社他 公益目的事業・審判、技術等級 8,690,325

認定用教材、用品として

(貯蔵品計） 8,690,325

106,058,423

(固定資産）

基本財産 定期預金 公益目的保有財産であり運用益 10,000,000

静岡銀行 大井町支店 を公益目的事業の財源に充当 8,564,000

青梅信用金庫 本店 10,000,000

枚方信用金庫 本店 10,000,000

芝信用金庫　大井町支店 10,000,000

投資有価証券 第163回利付国債（20年） 公益目的保有財産であり運用益 101,436,000

を公益目的事業の財源に充当

（基本財産計） 150,000,000

特定資産 退職給付引当資産 18,397,096

大井町支店 公益目的事業と運営管理業務

615,450

渋谷中央支店

(退職給付引当資産計） 19,012,546

資産取得資金積立金 定期預金 178,975,204

目的事業の財源に充当

12,892,990

(資産取得資金積立金計） 191,868,194

修繕積立金 定期預金 4,543,840

静岡銀行 大井町支店 の財源に使用

大会運営補助積立金 定期預金 国内大会開催用積立であり、運用益 5,000,000

を公益目的事業の財源に充当

国際大会積立金 定期預金 国際大会開催用積立であり、運用益 130,000,000

を公益目的事業の財源に充当

(特定資産計） 350,424,580

その他固定資産 建物及び付属設備 公益目的事業と運営管理目的 76,606,965

鉄筋コンクリート造2階 に使用する財産

東京都品川区大井1-16-2-201

149.79平米

器具備品 公益目的事業と運営管理目的 137,066

に使用する財産

全て公益目的事業のため使用 892,502

土地 公益目的事業と運営管理目的 61,583,328

東京都品川区大井1-16-2-201 に使用する財産

共有持分　24.86平米

公益目的事業と運営管理目的 23,131,806

に使用する財産

10,739平米

（土地合計） 84,715,134

（その他固定資産計） 162,351,667

662,776,247

768,834,670

(流動負債） 未払金 品川税務署他 公益目的事業と運営管理業務 4,085,216

に関する消費税等の未払分として

医科学スタッフ他 公益目的事業・運営管理業務に関する 71,720

旅費他未払分として

(未払金計） 4,156,936

預り金 品川税務署 源泉徴収税他預り分として 396,319

前受金 0

賞与引当金 職員分 公益目的事業と運営管理業務 2,037,468

に従事する職員の賞与として

6,590,723

(固定負債） 退職給付引当金 職員分 公益目的事業と運営管理業務 22,059,038

に従事する職員の退職給付金として

22,059,038

28,649,761

740,184,909

負債合計

正味財産

ソフトテニスコート用地

棚倉町大字仁公儀字ソナ地8,9

固定資産合計

資産合計

流動負債合計

固定負債合計

職員の退職金支出のため保有。

資産取得用積立であり、運用益を公益

公益目的事業と運営管理業務

三菱UFJ銀行

大和ネクスト銀行

普通預金・三菱UFJ銀行

普通預金・三菱UFJ銀行

三菱UFJ銀行、大和ネクスト銀行、静岡銀行

三菱UFJ銀行 大井町支店

三菱UFJ銀行 渋谷中央支店

ブリリア大井町ラヴィアンタワー用地

流動資産合計

三菱UFJ銀行 大井町支店

定期預金・三菱UFJ銀行

ブリリア大井町ラヴィアンタワー

ブリリア大井町ラヴィアンタワー内ラック

スピードラップ・超音波治療器・光電管

(6) 財 産 目 録
(令和２年３月３１日現在)

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等
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